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○ 放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）（抄）

（経営委員会の権限等）

第二十九条 経営委員会は、次に掲げる職務を行う。

一 次に掲げる事項の議決

イ 協会の経営に関する基本方針

ロ 監査委員会の職務の執行のため必要なものとして総務省令で定める事項

ハ 協会の業務の適正を確保するために必要なものとして次に掲げる体制の整備

（１） 会長、副会長及び理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

（２） 会長、副会長及び理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（３） 損失の危険の管理に関する体制

（４） 会長、副会長及び理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（５） 職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（６） 協会及びその子会社から成る集団における業務の適正を確保するための体制

（７） 経営委員会の事務局に関する体制

ニ 収支予算、事業計画及び資金計画

ホ 第七十二条第一項の業務報告書及び第七十四条第一項に規定する財務諸表

ヘ 放送局の設置計画並びに放送局の開設、休止及び廃止（放送局の開設、休止及び廃止にあ

つては、経営委員会が軽微と認めたものを除く。）

ト テレビジョン放送による国内基幹放送（電波法 の規定により協会以外の者が受けた免許に

係る基幹放送局を用いて行われる衛星基幹放送に限る。）及び協会国際衛星放送の開始、休止

及び廃止（国際放送及び協会国際衛星放送の開始、休止及び廃止にあつては、経営委員会が

軽微と認めたものを除く。）

チ 番組基準及び放送番組の編集に関する基本計画

リ 定款の変更

ヌ 第六十四条の受信契約の条項及び受信料の免除の基準

ル 放送債券の発行及び借入金の借入れ

ヲ 土地の信託

ワ 第二十条第九項に規定する基準

カ 第二十一条第二項及び第二十三条第一項に規定する基準

ヨ 第二十六条第一項に規定する基準及び方法

タ 第六十一条に規定する給与等の支給の基準及び第六十二条に規定する服務に関する準則

レ 役員の報酬、退職金及び交際費（いかなる名目によるかを問わずこれに類するものを含む。）

ソ 収支予算に基づき議決を必要とする事項

ツ 重要な不動産の取得及び処分に関する基本事項

ネ 外国放送事業者及びその団体との協力に関する基本事項

ナ 第二十条第八項の総務大臣の認可を受けて行う協定の締結及び変更
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ラ 第二十条第十項の総務大臣の認可を受けて行う業務

ム 第二十二条の総務大臣の認可を受けて行う出資

ウ 第八十五条第一項の総務大臣の認可を受けて行う放送設備の譲渡等

ヰ 情報公開及び個人情報保護に係る審議を行うため協会が設置する組織の委員の委嘱

ノ イからヰまでに掲げるもののほか、これらに類するものとして経営委員会が認めた事項

二 役員の職務の執行の監督

２ 経営委員会は、その職務の執行を委員に委任することができない。

３ 経営委員会は、第一項に規定する権限の適正な行使に資するため、総務省令の定めるところに

より、第六十四条第一項の規定により協会とその放送の受信についての契約をしなければならな

い者の意見を聴取するものとする。

（経営委員会の組織）

第三十条 経営委員会は、委員十二人をもつて組織する。

２ 経営委員会に委員長一人を置き、委員の互選によつてこれを定める。

３ 委員長は、委員会の会務を総理する。

４ 経営委員会は、あらかじめ、委員のうちから、委員長に事故がある場合に委員長の職務を代行

する者を定めて置かなければならない。

（委員の任命）

第三十一条 委員は、公共の福祉に関し公正な判断をすることができ、広い経験と知識を有する者

のうちから、両議院の同意を得て、内閣総理大臣が任命する。この場合において、その選任につ

いては、教育、文化、科学、産業その他の各分野及び全国各地方が公平に代表されることを考慮

しなければならない。

２ 委員の任期が満了し、又は欠員を生じた場合において、国会の閉会又は衆議院の解散のため、

両議院の同意を得ることができないときは、内閣総理大臣は、前項の規定にかかわらず、両議院

の同意を得ないで委員を任命することができる。この場合においては、任命後最初の国会におい

て、両議院の同意を得なければならない。

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、委員となることができない。

一 禁錮以上の刑に処せられた者

二 国家公務員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から二年を経過しない者

三 国家公務員（審議会、協議会等の委員その他これに準ずる地位にある者であつて非常勤のも

のを除く。）

四 政党の役員（任命の日以前一年間においてこれに該当した者を含む。）

五 放送用の送信機若しくは放送受信用の受信機の製造業者若しくは販売業者又はこれらの者が

法人であるときはその役員（いかなる名称によるかを問わずこれと同等以上の職権又は支配力

を有する者を含む。以下この条において同じ。）若しくはその法人の議決権の十分の一以上を有

する者（任命の日以前一年間においてこれらに該当した者を含む。）

六 放送事業者、第百五十二条第二項に規定する有料放送管理事業者、第百六十条に規定する認

定放送持株会社若しくは新聞社、通信社その他ニュース若しくは情報の頒布を業とする事業者
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又はこれらの事業者が法人であるときはその役員若しくは職員若しくはその法人の議決権の十

分の一以上を有する者

七 前二号に掲げる事業者の団体の役員

４ 委員の任命については、五人以上が同一の政党に属する者となることとなつてはならない。

（委員の権限等）

第三十二条 委員は、この法律又はこの法律に基づく命令に別段の定めがある場合を除き、個別の

放送番組の編集その他の協会の業務を執行することができない。

２ 委員は、個別の放送番組の編集について、第三条の規定に抵触する行為をしてはならない。

（委員の兼職禁止）

第三十八条 常勤の委員は、営利を目的とする団体の役員となり、又は自ら営利事業に従事しては

ならない。

（経営委員会の運営）

第三十九条 経営委員会は、委員長が招集する。

２ 委員長は、総務省令で定めるところにより、定期的に経営委員会を招集しなければならない。

３ 会長は、三箇月に一回以上、自己の職務の執行の状況並びに第二十七条の苦情その他の意見及

びその処理の結果の概要を経営委員会に報告しなければならない。

４ 会長は、経営委員会の要求があつたときは、経営委員会に出席し、経営委員会が求めた事項に

ついて説明をしなければならない。

５ 監査委員会が選定する監査委員は、監査委員会の職務の執行の状況を経営委員会に報告しなけ

ればならない。

（議決の方法等）

第四十条 経営委員会は、委員長又は第三十条第四項に規定する委員長の職務を代行する者及び六

人以上の委員が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。

２ 経営委員会の議事は、別に規定するものの外、出席委員の過半数をもつて決する。可否同数の

ときは、委員長が決する。

３ 会長は、経営委員会に出席し、意見を述べることができる。

（監査委員会の設置等）

第四十二条 協会に監査委員会を置く。

２ 監査委員会は、監査委員三人以上をもつて組織する。

３ 監査委員は、経営委員会の委員の中から、経営委員会が任命し、そのうち少なくとも一人以上

は、常勤としなければならない。

（監査委員会の権限）

第四十三条 監査委員会は、役員の職務の執行を監査する。
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（監査委員会による調査）

第四十四条 監査委員会が選定する監査委員は、いつでも、役員及び職員に対し、その職務の執行

に関する事項の報告を求め、又は協会の業務及び財産の状況の調査をすることができる。

２ 監査委員会が選定する監査委員は、役員の職務の執行を監査するため必要があるときは、協会

の子会社に対して事業の報告を求め、又はその子会社の業務及び財産の状況の調査をすることが

できる。

３ 前項の子会社は、正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒むことができる。

４ 第一項及び第二項の監査委員は、当該各項の報告の徴収又は調査に関する事項についての監査

委員会の決議があるときは、これに従わなければならない。

（経営委員会への報告義務）

第四十五条 監査委員は、役員が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認める

とき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、

遅滞なく、その旨を経営委員会に報告しなければならない。

（監査委員による役員の行為の差止め）

第四十六条 監査委員は、役員が協会の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行

為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によつて協会に著しい損

害が生ずるおそれがあるときは、当該役員に対し、当該行為をやめることを請求することができ

る。

（監査委員会の招集）

第四十七条 監査委員会は、各監査委員が招集する。

（監査委員会の議決の方法等）

第四十八条 監査委員会は、過半数の監査委員が出席しなければ、会議を開き、議決をすることが

できない。

２ 監査委員会の議事は、出席委員の過半数をもつて決する。

３ 役員は、監査委員会の要求があつたときは、監査委員会に出席し、監査委員会が求めた事項に

ついて説明をしなければならない。

４ この法律に定めるものを除くほか、議事の手続その他監査委員会の運営に関し必要な事項は、

監査委員会が定める。

（理事会）

第五十条 会長、副会長及び理事をもつて理事会を構成する。

２ 理事会は、定款の定めるところにより、協会の重要業務の執行について審議する。

第五十二条 会長は、経営委員会が任命する。
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２ 前項の任命に当たつては、経営委員会は、委員九人以上の多数による議決によらなければなら

ない。

３ 副会長及び理事は、経営委員会の同意を得て、会長が任命する。

４ 会長、副会長及び理事の任命については、第三十一条第三項の規定を準用する。この場合にお

いて、同項第六号中「放送事業者、第百五十二条第二項に規定する有料放送管理事業者、第百六

十条に規定する認定放送持株会社若しくは新聞社」とあるのは「新聞社」と、「十分の一以上を有

する者」とあるのは「十分の一以上を有する者（任命の日以前一年間においてこれらに該当した

者を含む。）」と、同項第七号中「役員」とあるのは「役員（任命の日以前一年間においてこれら

に該当した者を含む。）」と読み替えるものとする。

第五十五条 経営委員会は、会長、監査委員若しくは会計監査人が職務の執行の任に堪えないと認

めるとき、又は会長、監査委員若しくは会計監査人に職務上の義務違反その他会長、監査委員若

しくは会計監査人たるに適しない非行があると認めるときは、これを罷免することができる。

２ 会長は、副会長若しくは理事が職務執行の任にたえないと認めるとき、又は副会長若しくは理

事に職務上の義務違反その他副会長若しくは理事たるに適しない非行があると認めるときは、経

営委員会の同意を得て、これを罷免することができる。
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○ 日本郵政株式会社法（平成十七年法律第九十八号）（抄）

※株式会社であるため、同法に特段の規定がある他は会社法に基づき組織を運営

（会社の目的）

第一条 日本郵政株式会社（以下「会社」という。）は、日本郵便株式会社の発行済株式の総数を保

有し、日本郵便株式会社の経営管理を行うこと及び日本郵便株式会社の業務の支援を行うことを

目的とする株式会社とする。

（株式の政府保有）

第二条 政府は、常時、会社の発行済株式（株主総会において決議をすることができる事項の全部

につき議決権を行使することができない株式を除き、会社法 （平成十七年法律第八十六号）第八

百七十九条第三項 の規定により議決権を有するものとみなされる株式を含む。以下この条におい

て同じ。）の総数の三分の一を超える株式を保有していなければならない。

（日本郵便株式会社の株式の保有）

第六条 会社は、常時、日本郵便株式会社の発行済株式の総数を保有していなければならない。

（取締役等の選任等の決議）

第九条 会社の取締役の選任及び解任並びに監査役の選任及び解任の決議は、総務大臣の認可を受

けなければ、その効力を生じない。

（事業計画）

第十条 会社は、毎事業年度の開始前に、総務省令で定めるところにより、その事業年度の事業計

画を定め、総務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

（定款の変更等）

第十一条 会社の定款の変更、剰余金の配当その他の剰余金の処分（損失の処理を除く。）、合併、

会社分割及び解散の決議は、総務大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。

（財務諸表）

第十二条 会社は、総務省令で定めるところにより、毎事業年度の貸借対照表、損益計算書及び事

業報告書その他会社の財産、損益又は業務の状況を示す書類として総務省令で定める書類を総務

大臣に提出しなければならない。

（監督）

第十三条 会社は、総務大臣がこの法律の定めるところに従い監督する。

２ 総務大臣は、この法律を施行するため特に必要があると認めるときは、会社に対し、その業務

に関し監督上必要な命令をすることができる。
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（報告及び検査）

第十四条 総務大臣は、この法律を施行するため特に必要があると認めるときは、会社からその業

務に関し報告をさせ、又はその職員に、会社の営業所、事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、

書類その他の物件を検査させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提

示しなければならない。

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。

（財務大臣との協議）

第十五条 総務大臣は、第八条第一項、第十条又は第十一条（定款の変更の決議に係るものにあっ

ては、会社が発行することができる株式の総数を変更するものに限る。）の認可をしようとすると

きは、財務大臣に協議しなければならない。
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○ 会社法（平成十七年法律第八十六号）（抄）

（定義）

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一～十一（略）

十二 委員会設置会社 指名委員会、監査委員会及び報酬委員会（以下「委員会」という。）を置

く株式会社をいう。

十三～三十四（略）

（取締役の資格等）

第三百三十一条 次に掲げる者は、取締役となることができない。

一 法人

二 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者

三 この法律若しくは一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 （平成十八年法律第四十八号）

の規定に違反し、又は金融商品取引法第百九十七条 、第百九十七条の二第一号から第十号の三

まで若しくは第十三号から第十五号まで、第百九十八条第八号、第百九十九条、第二百条第一

号から第十二号の二まで、第二十号若しくは第二十一号、第二百三条第三項若しくは第二百五

条第一号から第六号まで、第十九号若しくは第二十号の罪、民事再生法 （平成十一年法律第二

百二十五号）第二百五十五条 、第二百五十六条、第二百五十八条から第二百六十条まで若しく

は第二百六十二条の罪、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律 （平成十二年法律第百二十

九号）第六十五条 、第六十六条、第六十八条若しくは第六十九条の罪、会社更生法 （平成十

四年法律第百五十四号）第二百六十六条 、第二百六十七条、第二百六十九条から第二百七十一

条まで若しくは第二百七十三条の罪若しくは破産法 （平成十六年法律第七十五号）第二百六十

五条 、第二百六十六条、第二百六十八条から第二百七十二条まで若しくは第二百七十四条の罪

を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から二

年を経過しない者

四 前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せられ、その執行

を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予中の者を除く。）

２ 株式会社は、取締役が株主でなければならない旨を定款で定めることができない。ただし、公

開会社でない株式会社においては、この限りでない。

３ 委員会設置会社の取締役は、当該委員会設置会社の支配人その他の使用人を兼ねることができ

ない。

４ 取締役会設置会社においては、取締役は、三人以上でなければならない。

（委員の選定等）

第四百条 各委員会は、委員三人以上で組織する。

２ 各委員会の委員は、取締役の中から、取締役会の決議によって選定する。

３ 各委員会の委員の過半数は、社外取締役でなければならない。

４ 監査委員会の委員（以下「監査委員」という。）は、委員会設置会社若しくはその子会社の執行
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役若しくは業務執行取締役又は委員会設置会社の子会社の会計参与（会計参与が法人であるとき

は、その職務を行うべき社員）若しくは支配人その他の使用人を兼ねることができない。

（委員の解職等）

第四百一条 各委員会の委員は、いつでも、取締役会の決議によって解職することができる。

２ 前条第一項に規定する各委員会の委員の員数（定款で四人以上の員数を定めたときは、その員

数）が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した委員は、新たに選定された委員（次

項の一時委員の職務を行うべき者を含む。）が就任するまで、なお委員としての権利義務を有する。

３ 前項に規定する場合において、裁判所は、必要があると認めるときは、利害関係人の申立てに

より、一時委員の職務を行うべき者を選任することができる。

４ 裁判所は、前項の一時委員の職務を行うべき者を選任した場合には、委員会設置会社がその者

に対して支払う報酬の額を定めることができる。

（執行役の選任等）

第四百二条 委員会設置会社には、一人又は二人以上の執行役を置かなければならない。

２ 執行役は、取締役会の決議によって選任する。

３ 委員会設置会社と執行役との関係は、委任に関する規定に従う。

４ 第三百三十一条第一項の規定は、執行役について準用する。

５ 株式会社は、執行役が株主でなければならない旨を定款で定めることができない。ただし、公

開会社でない委員会設置会社については、この限りでない。

６ 執行役は、取締役を兼ねることができる。

７ 執行役の任期は、選任後一年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結後最初に招集される取締役会の終結の時までとする。ただし、定款によって、その任期を

短縮することを妨げない。

８ 前項の規定にかかわらず、委員会設置会社が委員会を置く旨の定款の定めを廃止する定款の変

更をした場合には、執行役の任期は、当該定款の変更の効力が生じた時に満了する。

（執行役の解任等）

第四百三条 執行役は、いつでも、取締役会の決議によって解任することができる。

２ 前項の規定により解任された執行役は、その解任について正当な理由がある場合を除き、委員

会設置会社に対し、解任によって生じた損害の賠償を請求することができる。

３ 第四百一条第二項から第四項までの規定は、執行役が欠けた場合又は定款で定めた執行役の員

数が欠けた場合について準用する。

（委員会の権限等）

第四百四条 指名委員会は、株主総会に提出する取締役（会計参与設置会社にあっては、取締役及

び会計参与）の選任及び解任に関する議案の内容を決定する。

２ 監査委員会は、次に掲げる職務を行う。

一 執行役等（執行役及び取締役をいい、会計参与設置会社にあっては、執行役、取締役及び会
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計参与をいう。以下この節において同じ。）の職務の執行の監査及び監査報告の作成

二 株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再任しないことに関する

議案の内容の決定

３ 報酬委員会は、第三百六十一条第一項並びに第三百七十九条第一項及び第二項の規定にかかわ

らず、執行役等の個人別の報酬等の内容を決定する。執行役が委員会設置会社の支配人その他の

使用人を兼ねているときは、当該支配人その他の使用人の報酬等の内容についても、同様とする。

４ 委員がその職務の執行（当該委員が所属する委員会の職務の執行に関するものに限る。以下こ

の項において同じ。）について委員会設置会社に対して次に掲げる請求をしたときは、当該委員会

設置会社は、当該請求に係る費用又は債務が当該委員の職務の執行に必要でないことを証明した

場合を除き、これを拒むことができない。

一 費用の前払の請求

二 支出をした費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求

三 負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合にあっては、相当の担保

の提供）の請求

（監査委員会による調査）

第四百五条 監査委員会が選定する監査委員は、いつでも、執行役等及び支配人その他の使用人に

対し、その職務の執行に関する事項の報告を求め、又は委員会設置会社の業務及び財産の状況の

調査をすることができる。

２ 監査委員会が選定する監査委員は、監査委員会の職務を執行するため必要があるときは、委員

会設置会社の子会社に対して事業の報告を求め、又はその子会社の業務及び財産の状況の調査を

することができる。

３ 前項の子会社は、正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒むことができる。

４ 第一項及び第二項の監査委員は、当該各項の報告の徴収又は調査に関する事項についての監査

委員会の決議があるときは、これに従わなければならない。

（取締役会への報告義務）

第四百六条 監査委員は、執行役又は取締役が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれが

あると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認

めるときは、遅滞なく、その旨を取締役会に報告しなければならない。

（監査委員による執行役等の行為の差止め）

第四百七条 監査委員は、執行役又は取締役が委員会設置会社の目的の範囲外の行為その他法令若

しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為

によって当該委員会設置会社に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該執行役又は取締役

に対し、当該行為をやめることを請求することができる。

２ 前項の場合において、裁判所が仮処分をもって同項の執行役又は取締役に対し、その行為をや

めることを命ずるときは、担保を立てさせないものとする。
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（報酬委員会による報酬の決定の方法等）

第四百九条 報酬委員会は、執行役等の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針を定めなけ

ればならない。

２ 報酬委員会は、第四百四条第三項の規定による決定をするには、前項の方針に従わなければな

らない。

３ 報酬委員会は、次の各号に掲げるものを執行役等の個人別の報酬等とする場合には、その内容

として、当該各号に定める事項を決定しなければならない。ただし、会計参与の個人別の報酬等

は、第一号に掲げるものでなければならない。

一 額が確定しているもの 個人別の額

二 額が確定していないもの 個人別の具体的な算定方法

三 金銭でないもの 個人別の具体的な内容

（招集権者）

第四百十条 委員会は、当該委員会の各委員が招集する。

（招集手続等）

第四百十一条 委員会を招集するには、その委員は、委員会の日の一週間（これを下回る期間を取

締役会で定めた場合にあっては、その期間）前までに、当該委員会の各委員に対してその通知を

発しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、委員会は、当該委員会の委員の全員の同意があるときは、招集の手

続を経ることなく開催することができる。

３ 執行役等は、委員会の要求があったときは、当該委員会に出席し、当該委員会が求めた事項に

ついて説明をしなければならない。

（委員会の決議）

第四百十二条 委員会の決議は、議決に加わることができるその委員の過半数（これを上回る割合

を取締役会で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、その過半数（これを上回る割合

を取締役会で定めた場合にあっては、その割合以上）をもって行う。

２ 前項の決議について特別の利害関係を有する委員は、議決に加わることができない。

３ 委員会の議事については、法務省令で定めるところにより、議事録を作成し、議事録が書面を

もって作成されているときは、出席した委員は、これに署名し、又は記名押印しなければならな

い。

４ 前項の議事録が電磁的記録をもって作成されている場合における当該電磁的記録に記録された

事項については、法務省令で定める署名又は記名押印に代わる措置をとらなければならない。

５ 委員会の決議に参加した委員であって第三項の議事録に異議をとどめないものは、その決議に

賛成したものと推定する。

（委員会設置会社の取締役の権限）

第四百十五条 委員会設置会社の取締役は、この法律又はこの法律に基づく命令に別段の定めがあ
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る場合を除き、委員会設置会社の業務を執行することができない。

（委員会設置会社の取締役会の権限）

第四百十六条 委員会設置会社の取締役会は、第三百六十二条の規定にかかわらず、次に掲げる職

務を行う。

一 次に掲げる事項その他委員会設置会社の業務執行の決定

イ 経営の基本方針

ロ 監査委員会の職務の執行のため必要なものとして法務省令で定める事項

ハ 執行役が二人以上ある場合における執行役の職務の分掌及び指揮命令の関係その他の執行

役相互の関係に関する事項

ニ 次条第二項の規定による取締役会の招集の請求を受ける取締役

ホ 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社

の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備

二 執行役等の職務の執行の監督

２ 委員会設置会社の取締役会は、前項第一号イからホまでに掲げる事項を決定しなければならな

い。

３ 委員会設置会社の取締役会は、第一項各号に掲げる職務の執行を取締役に委任することができ

ない。

４ 委員会設置会社の取締役会は、その決議によって、委員会設置会社の業務執行の決定を執行役

に委任することができる。ただし、次に掲げる事項については、この限りでない。

一 第百三十六条又は第百三十七条第一項の決定及び第百四十条第四項の規定による指定

二 第百六十五条第三項において読み替えて適用する第百五十六条第一項各号に掲げる事項の決

定

三 第二百六十二条又は第二百六十三条第一項の決定

四 第二百九十八条第一項各号に掲げる事項の決定

五 株主総会に提出する議案（取締役、会計参与及び会計監査人の選任及び解任並びに会計監査

人を再任しないことに関するものを除く。）の内容の決定

六 第三百六十五条第一項において読み替えて適用する第三百五十六条第一項（第四百十九条第

二項において読み替えて準用する場合を含む。）の承認

七 第三百六十六条第一項ただし書の規定による取締役会を招集する取締役の決定

八 第四百条第二項の規定による委員の選定及び第四百一条第一項の規定による委員の解職

九 第四百二条第二項の規定による執行役の選任及び第四百三条第一項の規定による執行役の解

任

十 第四百八条第一項第一号の規定による委員会設置会社を代表する者の決定

十一 第四百二十条第一項前段の規定による代表執行役の選定及び同条第二項の規定による代表

執行役の解職

十二 第四百二十六条第一項の規定による定款の定めに基づく第四百二十三条第一項の責任の免

除

十三 第四百三十六条第三項、第四百四十一条第三項及び第四百四十四条第五項の承認
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十四 第四百五十四条第五項において読み替えて適用する同条第一項の規定により定めなければ

ならないとされる事項の決定

十五 第四百六十七条第一項各号に掲げる行為に係る契約（当該委員会設置会社の株主総会の決

議による承認を要しないものを除く。）の内容の決定

十六 合併契約（当該委員会設置会社の株主総会の決議による承認を要しないものを除く。）の内

容の決定

十七 吸収分割契約（当該委員会設置会社の株主総会の決議による承認を要しないものを除く。）

の内容の決定

十八 新設分割計画（当該委員会設置会社の株主総会の決議による承認を要しないものを除く。）

の内容の決定

十九 株式交換契約（当該委員会設置会社の株主総会の決議による承認を要しないものを除く。）

の内容の決定

二十 株式移転計画の内容の決定

（委員会設置会社の取締役会の運営）

第四百十七条 委員会設置会社においては、招集権者の定めがある場合であっても、委員会がその

委員の中から選定する者は、取締役会を招集することができる。

２ 執行役は、前条第一項第一号ニの取締役に対し、取締役会の目的である事項を示して、取締役

会の招集を請求することができる。この場合において、当該請求があった日から五日以内に、当

該請求があった日から二週間以内の日を取締役会の日とする取締役会の招集の通知が発せられな

いときは、当該執行役は、取締役会を招集することができる。

３ 委員会がその委員の中から選定する者は、遅滞なく、当該委員会の職務の執行の状況を取締役

会に報告しなければならない。

４ 執行役は、三箇月に一回以上、自己の職務の執行の状況を取締役会に報告しなければならない。

この場合において、執行役は、代理人（他の執行役に限る。）により当該報告をすることができる。

５ 執行役は、取締役会の要求があったときは、取締役会に出席し、取締役会が求めた事項につい

て説明をしなければならない。

（執行役の権限）

第四百十八条 執行役は、次に掲げる職務を行う。

一 第四百十六条第四項の規定による取締役会の決議によって委任を受けた委員会設置会社の業務

の執行の決定

二 委員会設置会社の業務の執行

（代表執行役）

第四百二十条 取締役会は、執行役の中から代表執行役を選定しなければならない。この場合にお

いて、執行役が一人のときは、その者が代表執行役に選定されたものとする。

２ 代表執行役は、いつでも、取締役会の決議によって解職することができる。

３ 第三百四十九条第四項及び第五項の規定は代表執行役について、第三百五十二条の規定は民事
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保全法第五十六条 に規定する仮処分命令により選任された執行役又は代表執行役の職務を代行

する者について、第四百一条第二項から第四項までの規定は代表執行役が欠けた場合又は定款で

定めた代表執行役の員数が欠けた場合について、それぞれ準用する。

（役員等の株式会社に対する損害賠償責任）

第四百二十三条 取締役、会計参与、監査役、執行役又は会計監査人（以下この節において「役員

等」という。）は、その任務を怠ったときは、株式会社に対し、これによって生じた損害を賠償す

る責任を負う。

２ 取締役又は執行役が第三百五十六条第一項（第四百十九条第二項において準用する場合を含む。

以下この項において同じ。）の規定に違反して第三百五十六条第一項第一号の取引をしたときは、

当該取引によって取締役、執行役又は第三者が得た利益の額は、前項の損害の額と推定する。

３ 第三百五十六条第一項第二号又は第三号（これらの規定を第四百十九条第二項において準用す

る場合を含む。）の取引によって株式会社に損害が生じたときは、次に掲げる取締役又は執行役は、

その任務を怠ったものと推定する。

一 第三百五十六条第一項（第四百十九条第二項において準用する場合を含む。）の取締役又は執

行役

二 株式会社が当該取引をすることを決定した取締役又は執行役

三 当該取引に関する取締役会の承認の決議に賛成した取締役（委員会設置会社においては、当

該取引が委員会設置会社と取締役との間の取引又は委員会設置会社と取締役との利益が相反す

る取引である場合に限る。）
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○ 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成二十三年法律第九十四号）（抄）

（設置）

第十四条 機構に、運営委員会を置く。

（権限）

第十五条 この法律で別に定めるもののほか、次に掲げる事項は、運営委員会の議決を経なければ

ならない。

一 定款の変更

二 業務方法書の作成又は変更

三 予算及び資金計画の作成又は変更

四 決算

五 その他運営委員会が特に必要と認める事項

（組織）

第十六条 運営委員会は、委員十人以内並びに機構の理事長、副理事長及び理事をもって組織する。

２ 運営委員会に委員長一人を置き、委員のうちから、委員の互選によってこれを定める。

３ 委員長は、運営委員会の会務を総理する。

４ 運営委員会は、あらかじめ、委員のうちから、委員長に事故がある場合に委員長の職務を代理

する者を定めておかなければならない。

（委員の任命）

第十七条 委員は、電気事業、経済、金融、法律又は会計に関して専門的な知識と経験を有する者

のうちから、機構の理事長が主務大臣の認可を受けて任命する。

（議決の方法）

第二十条 運営委員会は、委員長又は第十六条第四項に規定する委員長の職務を代理する者のほか、

委員並びに機構の理事長、副理事長及び理事の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をす

ることができない。

２ 運営委員会の議事は、出席した委員並びに機構の理事長、副理事長及び理事の過半数をもって

決する。可否同数のときは、委員長が決する。

（設置）

第二十二条の二 機構に、廃炉等技術委員会を置く。

（権限）

第二十二条の三 この法律で別に定めるもののほか、次に掲げる事項は、廃炉等技術委員会の議決

を経なければならない。

一 廃炉等を実施するために必要な技術に関する研究及び開発に関する業務を実施するための方
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針（第三十六条の二において「廃炉等技術研究開発業務実施方針」という。）の作成又は変更

二 その他廃炉等技術委員会が特に必要と認める事項

（組織）

第二十二条の四 廃炉等技術委員会は、委員八人以内及び機構の役員（監事を除く。）のうちから理

事長が指名する者四人以内をもって組織する。

２ 廃炉等技術委員会に委員長一人を置き、委員のうちから、委員の互選によってこれを定める。

３ 委員長は、廃炉等技術委員会の会務を総理する。

４ 廃炉等技術委員会は、あらかじめ、委員のうちから、委員長に事故がある場合に委員長の職務

を代理する者を定めておかなければならない。

（委員の任命）

第二十二条の五 委員は、原子力工学、土木工学その他の廃炉等を実施するために必要な技術に関

して専門的な知識と経験を有する者のうちから、機構の理事長が主務大臣の認可を受けて任命す

る。

（議決の方法）

第二十二条の六 廃炉等技術委員会は、委員長又は第二十二条の四第四項に規定する委員長の職務

を代理する者のほか、委員及び同条第一項の規定により指名された者の過半数が出席しなければ、

会議を開き、議決をすることができない。

２ 廃炉等技術委員会の議事は、出席した委員及び第二十二条の四第一項の規定により指名された

者の過半数をもって決する。可否同数のときは、委員長が決する。
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○ 景観法（平成十六年法律第百十号）（抄）

（管理協定の認可）

第三十八条 景観行政団体の長は、第三十六条第三項の規定による管理協定の認可の申請が、次の

各号のいずれにも該当するときは、当該管理協定を認可しなければならない。

一 申請手続が法令に違反しないこと。

二 管理協定の内容が、第三十六条第二項各号に掲げる基準のいずれにも適合するものであるこ

と。

○ 更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）（抄）

（設立の認可）

第十条 更生保護法 人を設立しようとする者は、法務省令で定めるところにより、申請書及び定款

を法務大臣に提出して、設立の認可を受けなければならない。

（認可の基準）

第十二条 法務大臣は、第十条の認可の申請が次の各号に適合すると認めるときは、認可しなけれ

ばならない。

一 設立の手続並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合するものであること。

二 申請書及び定款に虚偽の記載がないこと。

三 当該申請に係る更生保護法 人の資産が第五条 の要件に該当するものであること。

四 業務の運営が適正に行われることが確実であると認められること。

○ 株式会社日本政策投資銀行法（平成十九年法律第八十五号）（抄）

（取締役の兼職の認可）

第十六条 会社の常務に従事する取締役（委員会設置会社にあっては、執行役）は、財務大臣の認

可を受けた場合を除き、他の会社の常務に従事してはならない。

２ 財務大臣は、前項の認可の申請があったときは、当該申請に係る事項が会社の業務の健全かつ

適切な運営を妨げるおそれがあると認められる場合を除き、これを認可しなければならない。

○ 船主相互保険組合法（昭和二十五年法律第百七十七号）（抄）

（設立の認可）

第十七条 内閣総理大臣は、前条第一項の設立の認可申請があつたときは、次の各号のいずれかに

該当する場合を除くほか、その事業が健全に行われ公益に反しないと認められる場合には、その

設立を認可しなければならない。

一 設立の手続又は前条第二項に掲げる書類の内容が法令又は法令に基づいてする行政庁の処分
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に違反するとき。

二 前条第二項に掲げる書類に重要な事項につき虚偽の記載があり、若しくは重要な事項の記載

が欠けているとき。

三 発起人、理事及び監事のうちに次に掲げる者のいずれかに該当する者があるとき。

イ 破産者で復権を得ないもの

ロ 禁錮以上の刑又はこの法律により罰金の刑に処せられ、その執行の終わつた後又は執行を

受けることがないこととなつた日から五年を経過するまでの者

ハ 組合がこの法律の規定により設立の認可を取り消された場合において、当該処分のあつた

日の三十日以前に当該組合の理事又は監事であつた者で当該組合がその取消処分を受けた日

から五年を経過するまでのもの

ニ 第五十三条の規定により解任された役員でその処分の日から五年を経過するまでのもの

ホ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又は成年被後見人でその法定代理

人がイからニまでのいずれかに該当するもの

２ 内閣総理大臣は、前項の設立の認可をしようとする場合において、必要があると認めるときは、

当該認可を申請した者に対して、相当の金額を供託させることができる。

３ 前項の供託金は、内閣府令で定める有価証券（社債、株式等の振替に関する法律 （平成十三年

法律第七十五号）第二百七十八条第一項 に規定する振替債を含む。）をもつて代えることができ

る。

４ 内閣総理大臣は、第一項の設立の認可をし、又はしなかつたときは、遅滞なく、その旨を書面

をもつて、設立認可申請者に通知しなければならない。

○ 消費生活協同組合法（昭和二十三年法律第二百号）（抄）

（組合基準）

第二条 消費生活協同組合は、この法律に別段の定めのある場合のほか、次に掲げる要件を備えな

ければならない。

一 一定の地域又は職域による人と人との結合であること。

二 組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることのみを目的とすること。

三 組合員が任意に加入し、又は脱退することができること。

四 組合員の議決権及び選挙権は、出資口数にかかわらず、平等であること。

五 組合の剰余金を割り戻すときは、主として事業の利用分量により、これを行うこと。

六 組合の剰余金を出資額に応じて割り戻す場合には、その限度が定められていること。

２ 消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会は、これを特定の政党のために利用してはなら

ない。

（設立認可の申請）

第五十七条 発起人は、創立総会終了の後遅滞なく、設立趣意書、定款、事業計画書、創立総会議

事録の謄本及び役員名簿を行政庁に提出して、設立の認可を申請しなければならない。

２ 発起人は、行政庁の要求があるときは、組合の設立に関する報告書を提出しなければならない。
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（設立の認可）

第五十八条 行政庁は、前条第一項の申請があつたときは、その組合が第二条第一項各号に掲げる

要件を欠く場合、設立の手続又は定款若しくは事業計画の内容が法令又は法令に基づいてする行

政庁の処分に違反する場合及びその組合が事業を行うに必要な経営的基礎を欠く等その事業の目

的を達成することが著しく困難であると認められる場合を除いては、その設立を認可しなければ

ならない。

○ 日本銀行法（平成九年法律第八十九号）（抄）

（本店及び支店等）

第七条 日本銀行は、本店を東京都に置く。

２ 日本銀行は、財務省令で定めるところにより、財務大臣の認可を受けて、支店その他の事務所

を設置し、移転し、又は廃止することができる。

３ 日本銀行は、財務省令で定めるところにより、財務大臣の認可を受けて、その業務の一部を取

り扱う代理店を設置し、又は廃止することができる。

４ 財務大臣は、前二項の認可の申請があった場合において、当該申請に係る認可をしなかったと

きは、速やかに、その旨及びその理由を当該申請の内容とともに公表しなければならない。

○ 保険業法（平成七年法律第百五号）（抄）

（取締役等の兼職制限）

第二百七十二条の十 少額短期保険業者の常務に従事する取締役（委員会設置会社にあっては、執

行役）は、他の会社の常務に従事する場合には、内閣総理大臣の承認を受けなければならない。

２ 内閣総理大臣は、前項の承認の申請があったときは、当該申請に係る事項が当該少額短期保険

業者の業務の健全かつ適切な運営を妨げるおそれがあると認める場合を除き、これを承認しなけ

ればならない。

（少額短期保険業者の主要株主基準値以上の数の議決権の保有者に係る承認等）

第二百七十二条の三十一 次に掲げる取引若しくは行為により一の少額短期保険業者の主要株主基

準値以上の数の議決権の保有者になろうとする者又は少額短期保険業者の主要株主基準値以上の

数の議決権の保有者である会社その他の法人の設立をしようとする者（第二百七十一条の十第一

項に規定する国等、第二百七十二条の三十五第一項に規定する持株会社になろうとする会社、同

項に規定する者及び少額短期保険業者を子会社としようとする第二百七十二条の三十七第二項に

規定する少額短期保険持株会社を除く。）は、あらかじめ、内閣総理大臣の承認を受けなければな

らない。

一 当該議決権の保有者になろうとする者による少額短期保険業者の議決権の取得（担保権の実

行による株式の取得その他の内閣府令で定める事由によるものを除く。）
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二 当該議決権の保有者になろうとする者がその主要株主基準値以上の数の議決権を保有してい

る会社による第二百七十二条第一項の登録を受ける行為

三 その他政令で定める取引又は行為

２ 前項各号に掲げる取引又は行為以外の事由により一の少額短期保険業者の主要株主基準値以上

の数の議決権の保有者になった者（第二百七十一条の十第一項に規定する国等、第二百七十二条

の三十五第二項に規定する特定少額短期持株会社及び第二百七十二条の三十七第二項に規定する

少額短期保険持株会社を除く。以下この条及び第三百三十三条において「特定少額短期主要株主」

という。）は、当該事由の生じた日の属する当該少額短期保険業者の事業年度の終了の日から一年

を経過する日（以下この項及び第四項において「猶予期限日」という。）までに少額短期保険業者

の主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなるよう、所要の措置を講じなければならな

い。ただし、当該特定少額短期主要株主が、猶予期限日後も引き続き少額短期保険業者の主要株

主基準値以上の数の議決権の保有者であることについて内閣総理大臣の承認を受けた場合は、こ

の限りでない。

３ ～５（略）

第二百七十二条の三十三 内閣総理大臣は、第二百七十二条の三十一第一項又は第二項ただし書の

承認の申請があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、これを承認しなければならな

い。

一 当該承認の申請をした者（以下この条において「申請者」という。）が会社その他の法人であ

る場合又は当該承認を受けて会社その他の法人が設立される場合にあっては、次のいずれかに

該当するとき。

イ 取得資金に関する事項、保有の目的その他の当該申請者又は当該承認を受けて設立される

会社その他の法人（以下この号において「法人申請者等」という。）による少額短期保険業者

の主要株主基準値以上の数の議決権の保有に関する事項に照らして、当該法人申請者等がそ

の主要株主基準値以上の数の議決権の保有者であり、又はその主要株主基準値以上の数の議

決権の保有者となる少額短期保険業者の業務の健全かつ適切な運営を損なうおそれがあるこ

と。

ロ 法人申請者等及びその子会社（子会社となる会社を含む。）の財産及び収支の状況に照らし

て、当該法人申請者等がその主要株主基準値以上の数の議決権の保有者であり、又はその主

要株主基準値以上の数の議決権の保有者となる少額短期保険業者の業務の健全かつ適切な運

営を損なうおそれがあること。

ハ 法人申請者等が、次のいずれかに該当する者であること。

（１） 第百三十三条若しくは第百三十四条の規定により第三条第一項の免許を取り消され、

第二百五条若しくは第二百六条の規定により第百八十五条第一項の免許を取り消され、第二

百三十一条若しくは第二百三十二条の規定により第二百十九条第一項の免許を取り消され、

第二百七十二条の二十六第一項若しくは第二百七十二条の二十七の規定により第二百七十二

条第一項の登録を取り消され、若しくは第三百七条第一項の規定により第二百七十六条若し

くは第二百八十六条の登録を取り消された場合又はこの法律に相当する外国の法令の規定に

より当該外国において受けている同種類の免許若しくは登録（当該免許又は登録に類する許
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可その他の行政処分を含む。）を取り消された場合において、その取消しの日から五年を経過

しない者

（２） 第二百七十二条の四第一項第八号に規定する法律又はこれらに相当する外国の法令の

規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その刑

の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者

（３） 役員のうちに会社法第三百三十一条第一項第二号 （取締役の資格等）若しくは第十二

条第一項 の規定により読み替えて適用する同法第三百三十一条第一項第三号 に掲げる者又

は第二百七十二条の四第一項第十号 イからヘまでのいずれかに該当する者のある者

二 前号に掲げる場合以外の場合にあっては、次のいずれかに該当するとき。

イ 取得資金に関する事項、保有の目的その他の当該申請者による少額短期保険業者の主要株

主基準値以上の数の議決権の保有に関する事項に照らして、当該申請者がその主要株主基準

値以上の数の議決権の保有者であり、又はその主要株主基準値以上の数の議決権の保有者と

なる少額短期保険業者の業務の健全かつ適切な運営を損なうおそれがあること。

ロ 当該申請者の財産の状況（当該申請者が事業を行う者である場合においては、収支の状況

を含む。）に照らして、当該申請者がその主要株主基準値以上の数の議決権の保有者であり、

又はその主要株主基準値以上の数の議決権の保有者となる少額短期保険業者の業務の健全か

つ適切な運営を損なうおそれがあること。

ハ 当該申請者が、次のいずれかに該当する者であること。

（１） 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これと同様に取り扱われている者で

あって、その法定代理人が会社法第三百三十一条第一項第二号 若しくは第十二条第一項 の

規定により読み替えて適用する同法第三百三十一条第一項第三号 に掲げる者又は第二百七

十二条の四第一項第十号 イからヘまでのいずれかに該当する者であるもの

（２） 会社法第三百三十一条第一項第二号 若しくは第十二条第一項 の規定により読み替え

て適用する同法第三百三十一条第一項第三号 に掲げる者又は第二百七十二条の四第一項第

十号 イからヘまでのいずれかに該当する者

２ 第二条第十五項の規定は、前項の場合において、申請者が保有する議決権について準用する。

（少額短期保険持株会社に係る承認等）

第二百七十二条の三十五 次に掲げる取引若しくは行為により少額短期保険業者を子会社とする持

株会社になろうとする会社又は少額短期保険業者を子会社とする持株会社の設立をしようとする

者は、あらかじめ、内閣総理大臣の承認を受けなければならない。

一 当該会社又はその子会社による少額短期保険業者の議決権の取得（担保権の実行による株式

の取得その他の内閣府令で定める事由によるものを除く。）

二 当該会社の子会社による第二百七十二条第一項の登録を受ける行為

三 その他政令で定める取引又は行為

２ 前項各号に掲げる取引又は行為以外の事由により少額短期保険業者を子会社とする持株会社に

なった会社（以下「特定少額短期持株会社」という。）は、当該事由の生じた日の属する事業年度

終了後三月以内に、当該会社が少額短期保険業者を子会社とする持株会社になった旨その他の内

閣府令で定める事項を内閣総理大臣に届け出なければならない。
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３ 特定少額短期持株会社は、前項の事由の生じた日の属する事業年度の終了の日から一年を経過

する日（以下この項及び第五項において「猶予期限日」という。）までに少額短期保険業者を子会

社とする持株会社でなくなるよう、所要の措置を講じなければならない。ただし、当該特定少額

短期持株会社が、猶予期限日後も引き続き少額短期保険業者を子会社とする持株会社であること

について内閣総理大臣の承認を受けた場合は、この限りでない。

４ 特定少額短期持株会社は、前項の規定による措置により少額短期保険業者を子会社とする持株

会社でなくなったときは、遅滞なく、その旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。当該措

置によることなく少額短期保険業者を子会社とする持株会社でなくなったときも、同様とする。

５ 内閣総理大臣は、第一項の承認を受けずに同項各号に掲げる取引若しくは行為により少額短期

保険業者を子会社とする持株会社になった会社若しくは少額短期保険業者を子会社とする持株会

社として設立された会社又は第三項ただし書の承認を受けることなく猶予期限日後も少額短期保

険業者を子会社とする持株会社である会社に対し、少額短期保険業者を子会社とする持株会社で

なくなるよう、所要の措置を講ずることを命ずることができる。

第二百七十二条の三十七 内閣総理大臣は、第二百七十二条の三十五第一項又は第三項ただし書の

承認の申請があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、これを承認しなければならな

い。

一 当該承認の申請をした会社又は当該承認を受けて設立される会社（以下この条において「申

請者等」という。）及びその子会社（子会社となる会社を含む。第四号において同じ。）の財産

及び収支の状況に照らして、当該申請者等がその子会社であり、又はその子会社となる少額短

期保険業者の業務の健全かつ適切な運営を損なうおそれがあること。

二 申請者等が、その人的構成等に照らして、その子会社であり、又はその子会社となる少額短

期保険業者の経営管理を的確かつ公正に遂行することができる知識及び経験を有しない者であ

ること。

三 申請者等が第二百七十二条の三十三第一項第一号ハに該当する者であること。

四 申請者等の子会社の業務の内容が第二百七十二条の三十九第三項各号のいずれかに該当する

ものであること。

２ 少額短期保険持株会社（少額短期保険業者を子会社とする持株会社であって、第二百七十二条

の三十五第一項各号に掲げる取引若しくは行為について保有者となる承認を受け、同項の承認を

受けて設立され、又は同条第三項ただし書の承認を受けているものをいう。以下同じ。）は、外国

の法令に準拠して設立されたものを除き、株式会社であって次に掲げる機関を置くものでなけれ

ばならない。

一 取締役会

二 監査役会又は委員会

三 会計監査人

（少額短期保険持株会社の子会社の範囲等）

第二百七十二条の三十九 少額短期保険持株会社は、次に掲げる会社以外の会社を子会社としよ

うとするときは、あらかじめ、内閣総理大臣の承認を受けなければならない。
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一 少額短期保険業者

二 少額短期保険業者の行う業務に従属し、又は付随し、若しくは関連する業務として内閣府

令で定める業務を専ら営む会社

２ 前項の承認を受けようとする少額短期保険持株会社は、当該承認の申請に係る会社の業務の

内容、資本金の額、人的構成その他の内閣府令で定める事項を記載した申請書を内閣総理大臣

に提出しなければならない。

３ 内閣総理大臣は、第一項の承認の申請があったときは、当該申請に係る会社が行い、又は行

おうとする業務の内容が、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、これを承認しなければ

ならない。

一 当該業務の内容が、公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあること。

二 当該業務の内容が、当該申請に係る会社の資本金の額、人的構成等に照らして、当該申請

に係る会社の経営の健全性を損なう危険性が大きく、かつ、その経営の健全性が損なわれた

場合には、当該申請をした少額短期保険持株会社の子会社である少額短期保険業者の経営の

健全性が損なわれることとなるおそれがあること。

４ 第一項の規定は、同項各号に掲げる会社以外の会社が、少額短期保険持株会社又はその子会

社の担保権の実行による株式又は持分の取得その他の内閣府令で定める事由により当該少額短

期保険持株会社の子会社となる場合には、適用しない。ただし、当該少額短期保険持株会社は、

その子会社となった当該会社を引き続き子会社とすることについて内閣総理大臣の承認を受け

た場合を除き、当該会社が当該事由の生じた日から一年を経過する日までに子会社でなくなる

よう、所要の措置を講じなければならない。

５ 少額短期保険持株会社が、保険会社を子会社とすることにより保険持株会社になろうとする

場合又は保険持株会社である場合には、前条第一項の規定及び前各項の規定を適用せず、第二

百七十一条の二十二の規定の定めるところによる。

６ 少額短期保険持株会社が、銀行若しくは長期信用銀行を子会社とすることにより銀行持株会

社若しくは長期信用銀行持株会社になろうとする場合又は銀行持株会社若しくは長期信用銀行

持株会社である場合には、前条第一項の規定及び第一項から第四項までの規定を適用せず、銀

行法 又は長期信用銀行法 の相当規定の定めるところによる。
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○ 被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平

成二十四年法律第六十三号）による改正後の厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十

五号）（抄）

（実施機関）

第二条の五 この法律における実施機関は、次の各号に掲げる事務の区分に応じ、当該各号に定め

る者とする。

一 次号から第四号までに規定する被保険者以外の厚生年金保険の被保険者（以下「第一号厚生年

金被保険者」という。）の資格、第一号厚生年金被保険者に係る標準報酬（第二十八条に規定する

標準報酬をいう。以下この項において同じ。）、事業所及び被保険者期間、第一号厚生年金被保険

者であつた期間（以下「第一号厚生年金被保険者期間」という。）に基づくこの法律による保険給

付、当該保険給付の受給権者、第一号厚生年金被保険者に係る国民年金法（昭和三十四年法律第

百四十一号）第九十四条の二第一項の規定による基礎年金拠出金の負担、第一号厚生年金被保険

者期間に係る保険料その他この法律の規定による徴収金並びに第一号厚生年金被保険者の保険料

に係る運用に関する事務 厚生労働大臣

二 国家公務員共済組合の組合員たる厚生年金保険の被保険者（以下「第二号厚生年金被保険者」

という。）の資格、第二号厚生年金被保険者に係る標準報酬、事業所及び被保険者期間、第二号厚

生年金被保険者であつた期間（以下「第二号厚生年金被保険者期間」という。）に基づくこの法律

による保険給付、当該保険給付の受給権者、第二号厚生年金被保険者に係る国民年金法第九十四

条の二第二項の規定による基礎年金拠出金の納付及び第八十四条の五第一項の規定による拠出金

の納付、第二号厚生年金被保険者期間に係る保険料その他この法律の規定による徴収金並びに第

二号厚生年金被保険者の保険料に係る運用に関する事務 国家公務員共済組合及び国家公務員共

済組合連合会

三 地方公務員共済組合の組合員たる厚生年金保険の被保険者（以下「第三号厚生年金被保険者」

という。）の資格、第三号厚生年金被保険者に係る標準報酬、事業所及び被保険者期間、第三号厚

生年金被保険者であつた期間（以下「第三号厚生年金被保険者期間」という。）に基づくこの法律

による保険給付、当該保険給付の受給権者、第三号厚生年金被保険者に係る国民年金法第九十四

条の二第二項の規定による基礎年金拠出金の納付及び第八十四条の五第一項の規定による拠出金

の納付、第三号厚生年金被保険者期間に係る保険料その他この法律の規定による徴収金並びに第

三号厚生年金被保険者の保険料に係る運用に関する事務 地方公務員共済組合、全国市町村職員

共済組合連合会及び地方公務員共済組合連合会

四 私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）の規定による私立学校教職員共済

制度の加入者たる厚生年金保険の被保険者（以下「第四号厚生年金被保険者」という。）の資格、

第四号厚生年金被保険者に係る標準報酬、事業所及び被保険者期間、第四号厚生年金被保険者で

あつた期間（以下「第四号厚生年金被保険者期間」という。）に基づくこの法律による保険給付、

当該保険給付の受給権者、第四号厚生年金被保険者に係る国民年金法第九十四条の二第二項の規

定による基礎年金拠出金の納付及び第八十四条の五第一項の規定による拠出金の納付、第四号厚

生年金被保険者期間に係る保険料その他この法律の規定による徴収金並びに第四号厚生年金被保

険者の保険料に係る運用に関する事務 日本私立学校振興・共済事業団
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２ （略）

（運用の目的）

第七十九条の二 積立金（年金特別会計の厚生年金勘定の積立金（以下この章において「特別会計

積立金」という。）及び実施機関（厚生労働大臣を除く。次条第三項において同じ。）の積立金の

うち厚生年金保険事業（基礎年金拠出金の納付を含む。）に係る部分に相当する部分として政令で

定める部分（以下「実施機関積立金」という。）をいう。以下この章において同じ。）の運用は、

積立金が厚生年金保険の被保険者から徴収された保険料の一部であり、かつ、将来の保険給付の

貴重な財源となるものであることに特に留意し、専ら厚生年金保険の被保険者の利益のために、

長期的な観点から、安全かつ効率的に行うことにより、将来にわたつて、厚生年金保険事業の運

営の安定に資することを目的として行うものとする。

（積立金の運用）

第七十九条の三 特別会計積立金の運用は、厚生労働大臣が、前条の目的に沿つた運用に基づく納

付金の納付を目的として、年金積立金管理運用独立行政法人に対し、特別会計積立金を寄託する

ことにより行うものとする。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定にかかわらず、同項の規定に基づく寄託をするまでの間、財政融

資資金に特別会計積立金を預託することができる。

３ 実施機関積立金の運用は、前条の目的に沿つて、実施機関が行うものとする。ただし、実施機

関積立金の一部については、政令で定めるところにより、国家公務員共済組合法（昭和三十三年

法律第百二十八号）、地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）又は私立学校教

職員共済法（以下「共済各法」という。）の目的に沿つて運用することができるものとし、この場

合における同条の規定の適用については、同条中「専ら厚生年金保険」とあるのは、「厚生年金保

険」とする。

（積立金基本指針）

第七十九条の四 主務大臣は、積立金の管理及び運用が長期的な観点から安全かつ効率的に行われ

るようにするための基本的な指針（以下「積立金基本指針」という。）を定めるものとする。

２ 積立金基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 積立金の管理及び運用に関する基本的な方針

二 積立金の資産の構成の目標に関する基本的な事項

三 積立金の管理及び運用に関し管理運用主体（年金積立金管理運用独立行政法人、国家公務員

共済組合連合会、地方公務員共済組合連合会及び日本私立学校振興・共済事業団をいう。以下

同じ。）が遵守すべき基本的な事項

四 その他積立金の管理及び運用に関する重要事項

３ 主務大臣は、財政の現況及び見通しが作成されたときその他必要があると認めるときは、積立

金基本指針に検討を加え、必要に応じ、これを変更するものとする。

４ 積立金基本指針を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働大臣は、あらかじめ、積立金

基本指針の案又はその変更の案を作成し、財務大臣、総務大臣及び文部科学大臣に協議するもの
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とする。

５ 財務大臣、総務大臣及び文部科学大臣は、必要があると認めるときは、厚生労働大臣に対し、

積立金基本指針の変更の案の作成を求めることができる。

６ 主務大臣は、積立金基本指針を定め、又は変更したときは、速やかに、これを公表するものと

する。

（積立金の資産の構成の目標）

第七十九条の五 管理運用主体は、積立金基本指針に適合するよう、共同して、次条第一項に規定

する管理運用の方針において同条第二項第三号の資産の構成を定めるに当たつて参酌すべき積立

金の資産の構成の目標を定めなければならない。

２ 管理運用主体は、財政の現況及び見通しが作成されたときその他必要があると認めるときは、

共同して、前項に規定する積立金の資産の構成の目標に検討を加え、必要に応じ、これを変更し

なければならない。

３ 管理運用主体は、第一項に規定する積立金の資産の構成の目標を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、共同して、これを公表するとともに、主務大臣に送付しなければならない。

４ 主務大臣は、第一項に規定する積立金の資産の構成の目標が積立金基本指針に適合しないと認

めるときは、管理運用主体に対し、当該目標の変更を命ずることができる。

５ 前項の規定による命令をしようとするときは、厚生労働大臣は、あらかじめ、積立金基本指針

に適合するよう変更させるべき内容の案を作成し、財務大臣、総務大臣及び文部科学大臣に協議

するものとする。

（管理運用の方針）

第七十九条の六 管理運用主体は、その管理する積立金（地方公務員共済組合連合会にあつては、

地方公務員共済組合連合会が運用状況を管理する実施機関の実施機関積立金を含む。以下この章

において「管理積立金」という。）の管理及び運用（地方公務員共済組合連合会にあつては、管理

積立金の運用状況の管理を含む。以下この章において同じ。）を適切に行うため、積立金基本指針

に適合するように、かつ、前条第一項に規定する積立金の資産の構成の目標に即して、管理及び

運用の方針（以下この章において「管理運用の方針」という。）を定めなければならない。

２ 管理運用の方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 管理積立金の管理及び運用の基本的な方針

二 管理積立金の管理及び運用に関し遵守すべき事項

三 管理積立金の管理及び運用における長期的な観点からの資産の構成に関する事項

四 その他管理積立金の適切な管理及び運用に関し必要な事項

３ 管理運用主体は、積立金基本指針が変更されたときその他必要があると認めるときは、管理運

用の方針に検討を加え、必要に応じ、これを変更しなければならない。

４ 管理運用主体は、管理運用の方針を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該管

理運用主体を所管する大臣（以下この章並びに第百条の三の三第二項第一号及び第三項において

「所管大臣」という。）の承認を得なければならない。

５ 管理運用主体は、管理運用の方針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ
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ればならない。

６ 管理運用主体は、積立金基本指針及び管理運用の方針に従つて管理積立金の管理及び運用を行

わなければならない。

７ 所管大臣は、その所管する管理運用主体の管理運用の方針が積立金基本指針に適合しなくなつ

たと認めるときは、当該管理運用主体に対し、その管理運用の方針の変更を命ずることができる。

（管理運用主体に対する措置命令）

第七十九条の七 所管大臣は、その所管する管理運用主体が、管理積立金の管理及び運用に係る業

務に関しこの法律の規定若しくはこれに基づく命令の規定に違反し、又は当該管理運用主体の管

理積立金の管理及び運用の状況が、積立金基本指針若しくは当該管理運用主体の管理運用の方針

に適合しないと認めるときは、当該管理運用主体に対し、当該業務の運営を改善するために必要

な措置又は当該管理積立金の管理及び運用の状況を積立金基本指針若しくは当該管理運用の方針

に適合させるために必要な措置をとることを命ずることができる。

（管理積立金の管理及び運用の状況に関する公表及び評価）

第七十九条の八 管理運用主体は、各事業年度の決算完結後、遅滞なく、当該事業年度における管

理積立金の資産の額、その構成割合、運用収入の額その他の主務省令で定める事項を記載した業

務概況書を作成し、これを公表するとともに、所管大臣に送付しなければならない。

２ 所管大臣は、その所管する管理運用主体の業務概況書の送付を受けたときは、速やかに、当該

管理運用主体について、管理積立金の管理及び運用の状況（第七十九条の三第三項ただし書の規

定による運用の状況を含む。）その他の管理積立金の管理及び運用に関する主務省令で定める事項

について評価を行い、その結果を公表するものとする。

３ 所管大臣は、第一項の規定による業務概況書の送付を受けたときは、前項の規定による評価の

結果を添えて、当該業務概況書を主務大臣に送付するものとする。

４ 年金積立金管理運用独立行政法人について第一項の規定を適用する場合においては、同項中「決

算完結後」とあるのは、「独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十八条第一項の規

定による同項に規定する財務諸表の提出後」とする。

（積立金の管理及び運用の状況に関する公表及び評価）

第七十九条の九 主務大臣は、毎年度、主務省令で定めるところにより、積立金の資産の額、その

構成割合、運用収入の額、積立金の運用の状況の評価その他の積立金の管理及び運用に関する事

項を記載した報告書を作成し、これを公表するものとする。

２ 前項の報告書を作成しようとするときは、厚生労働大臣は、あらかじめ、その案を作成し、財

務大臣、総務大臣及び文部科学大臣に協議するものとする。

３ 主務大臣は、第一項の報告書における評価の結果に基づき、管理運用主体の管理積立金の管理

及び運用の状況が積立金基本指針に適合しないと認めるときは、当該管理運用主体の所管大臣に

対し、当該管理運用主体の管理積立金の管理及び運用の状況を積立金基本指針に適合させるため

に必要な措置をとるよう求めることができる。

４ 前項の規定による措置を求めようとするときは、厚生労働大臣は、あらかじめ、積立金基本指
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針に適合させるために必要な措置の案を作成し、財務大臣、総務大臣及び文部科学大臣に協議す

るものとする。

（運用職員の責務）

第七十九条の十 積立金の運用に係る行政事務に従事する厚生労働省、財務省、総務省及び文部科

学省の職員（政令で定める者に限る。以下「運用職員」という。）は、積立金の運用の目的に沿つ

て、慎重かつ細心の注意を払い、全力を挙げてその職務を遂行しなければならない。


